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福井県告示第３８１号
　海岸法（昭和３１年法律第１０１号。以下「法」という。）第２条の３第１項の規定に
より定めた加越沿岸海岸保全基本計画および若狭湾沿岸海岸保全基本計画を変更したので
、法第２条の３第７項の規定により準用する同条第６項に基づき次のとおり公表する。
　　令和８年７月２８日
　　　　　　福井県知事　石田　嵩人

計 画 名 区　　域 縦覧場所

加越沿岸海岸保全基本計画 石川県境から越前岬まで
土木部砂防防災課、福井土木事務
所、三国土木事務所、丹南土木事
務所

若狭湾沿岸海岸保全基本計画 越前岬から京都府境まで
土木部砂防防災課、丹南土木事務
所、敦賀土木事務所、小浜土木事
務所

　
福井県告示第３８２号
　救急病院等を定める省令（昭和３９年厚生省令第８号）第１条第１項の規定に基づき、

　個人情報の保護に関する法律施行細則の一部を改正する規則を公布する。
　　令和８年７月２８日
　　　　　　福井県知事　石田　嵩人
福井県規則第４１号
　個人情報の保護に関する法律施行細則の一部を改正する規則
　個人情報の保護に関する法律施行細則（令和５年福井県規則第１６号）の一部を次のよ
うに改正する。
　様式第３号、様式第１５号および様式第２３号中「または住民基本台帳カード（住所記
載のあるもの）」を削る。
　　　附　則
　（施行期日）
１　この規則は、公布の日から施行する。
　（経過措置）
２ 　この規則による改正前の個人情報の保護に関する法律施行細則に定める様式による用
紙は、当分の間、所要の調整をして使用することができる。

消防法（昭和２３年法律第１８６号）第２条第９項の救急業務に係る医療機関を認定した
ので、同令第２条第１項の規定により、次のとおり告示する。
　　令和８年７月２８日
　　　　　　福井県知事　石田　嵩人
１　区分  救急病院
２　名称  つくし野病院
３　所在地　福井県福井市川合鷲塚町４９字６番１
４　認定の有効期間　
　　自　令和８年８月１日
　　至　令和１１年７月３１日

　
福井県告示第３８３号
　国土調査法（昭和２６年法律第１８０号）第１９条第２項の規定に基づき、国土調査の
成果を認証したので、同条第４項の規定により、次のとおり公告する。
　　令和８年７月２８日
　　　　　　福井県知事　石田　嵩人
１　調査を行った者の名称
　　あわら市
２　調査を行った期間
　　令和元年７月から令和４年３月まで
３　調査を行った地域
　　あわら市指中
４　成果の名称
　　あわら市大字指中（Ⅰ）の地籍図および地籍簿
５　認証年月日
　　令和８年５月２８日

　
福井県告示第３８４号
　国土調査法（昭和２６年法律第１８０号）第１９条第２項の規定に基づき、国土調査の
成果を認証したので、同条第４項の規定により、次のとおり公告する。
　　令和８年７月２８日
　　　　　　福井県知事　石田　嵩人
１　調査を行った者の名称
　　大野市
２　調査を行った期間
　　令和５年８月から令和７年３月まで
３　調査を行った地域

規 則

告 　 示
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　　大野市菖蒲池
４　成果の名称
　　大野市大字菖蒲池Ⅲ区域の地籍図および地籍簿
５　認証年月日
　　令和８年５月２８日

　
福井県告示第３８５号
　国土調査法（昭和２６年法律第１８０号）第１９条第２項の規定に基づき、国土調査の
成果を認証したので、同条第４項の規定により、次のとおり公告する。
　　令和８年７月２８日
　　　　　　福井県知事　石田　嵩人
１　調査を行った者の名称
　　坂井市
２　調査を行った期間
　　令和元年５月から令和４年３月まで
３　調査を行った地域
　　坂井市丸岡町磯部福庄
４　成果の名称
　　坂井市丸岡町大字磯部福庄の一部の地籍図および地籍簿
５　認証年月日
　　令和８年５月２８日

　
福井県告示第３８６号
　国土調査法（昭和２６年法律第１８０号）第１９条第２項の規定に基づき、国土調査の
成果を認証したので、同条第４項の規定により、次のとおり公告する。
　　令和８年７月２８日
　　　　　　福井県知事　石田　嵩人
１　調査を行った者の名称
　　永平寺町
２　調査を行った期間
　　令和４年６月から令和７年３月まで
３　調査を行った地域
　　永平寺町松岡小畑、松岡吉野、松岡西野中
４　成果の名称
　　永平寺町松岡小畑および松岡吉野ならびに松岡西野中の各一部の地籍図および地籍簿
５　認証年月日
　　令和８年５月２８日

　
福井県告示第３８７号
　国土調査法（昭和２６年法律第１８０号）第１９条第２項の規定に基づき、国土調査の
成果を認証したので、同条第４項の規定により、次のとおり公告する。
　　令和８年７月２８日
　　　　　　福井県知事　石田　嵩人
１　調査を行った者の名称
　　永平寺町
２　調査を行った期間
　　令和４年７月から令和７年３月まで
３　調査を行った地域
　　永平寺町松岡下合月、松岡上合月
４　成果の名称
　　永平寺町松岡下合月および松岡上合月の各一部の地籍図および地籍簿
５　認証年月日
　　令和８年５月２８日

　
福井県告示第３８８号
　国土調査法（昭和２６年法律第１８０号）第１９条第２項の規定に基づき、国土調査の
成果を認証したので、同条第４項の規定により、次のとおり公告する。
　　令和８年７月２８日
　　　　　　福井県知事　石田　嵩人
１　調査を行った者の名称
　　若狭町
２　調査を行った期間
　　令和５年１１月から令和７年３月まで
３　調査を行った地域
　　若狭町安賀里
４　成果の名称
　　若狭町大字安賀里の一部の地籍図および地籍簿
５　認証年月日
　　令和８年５月２８日

　
福井県告示第３８９号
　国土調査法（昭和２６年法律第１８０号）第１９条第２項の規定に基づき、国土調査の
成果を認証したので、同条第４項の規定により、次のとおり公告する。
　　令和８年７月２８日
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　　　　　　福井県知事　石田　嵩人
１　調査を行った者の名称
　　若狭町
２　調査を行った期間
　　令和４年７月から令和７年３月まで
３　調査を行った地域
　　若狭町田井
４　成果の名称
　　若狭町大字田井の一部の地籍図および地籍簿
５　認証年月日
　　令和８年５月２８日

　
福井県告示第３９０号
　国土調査法（昭和２６年法律第１８０号）第１９条第２項の規定に基づき、国土調査の
成果を認証したので、同条第４項の規定により、次のとおり公告する。
　　令和８年７月２８日
　　　　　　福井県知事　石田　嵩人
１　調査を行った者の名称
　　美浜町
２　調査を行った期間
　　令和元年８月から令和３年３月まで
３　調査を行った地域
　　美浜町佐柿
４　成果の名称
　　美浜町大字佐柿の一部（第Ⅱエ区）の地籍図および地籍簿
５　認証年月日
　　令和８年５月２８日

２　契約に関する事務を担当する部局の名称および所在地
　　福井県防災安全部危機管理課
　　福井県福井市大手３丁目１７番１号
３　落札者を決定した日
　　 令和８年６月２４日
４　落札者の名称および住所
　　ＮＴＴ・ＴＣリース株式会社北陸支店福井営業所
　　福井県福井市大手３丁目３番１号
５　落札金額
　　４２０，３８８，３２０円
６　契約の相手方を決定した手続
　　一般競争入札
７　規則第４条の規定による公告を行った日
　　令和８年５月１２日

　
　福井県製菓衛生師法施行細則（昭和４２年福井県規則第５３号）第６条の２の規定によ
り、令和８年度製菓衛生師試験合格者の受験番号を次のとおり公示する。
　　令和８年７月２８日
　　　　　　福井県知事　石田　嵩人
　１２０１　１２０２　１２０３　１２０４　２２０１　２２０２　２２０３　２２０５
　３２０２　３２０３　３２０４　４２０１　４２０２　４２０３　４２０４　４２０５
　５２０１　５２０２　６２０１　７２０３　７２０４　７２０５　７２０６　７２０７
　７２０８　７２０９　７２１０　７２１１　７２１２　７２１３　７２１４　７２１５
　７２１６　７２１７　７２１８　７２１９　７２２０　７２２２　７２２３　７２２４
　７２２５　７２２６　７２２７　７２２８　７２３０　７２３２　７２３３　７２３４
　７２３５　７２３６　７２３７　７２３８　７２３９　７２４０　７２４１　７２４２
　７２４３　７２４４　７２４６　７２４７　７２４８　７２４９　７２５０　７２５１
　７２５３　７２５４　７２５６　７２５８　７２５９　７２６０　７２６１　７２６２
　７２６３　７２６４　７２６５　７２６６　７２６７　７２６９　７２７０　７２７１
　７２７２　７２７３　７２７４　７２７５　７２７６　７２７７　７２７８　７２７９
　７２８０　７２８１　７２８２　７２８３　７２８４　７２８５　７２８６　７２８７
　７２８８　７２９０　７２９１　７２９２　７２９３　７２９５　７２９６　７２９７
　７２９８　７２９９　７３００　７３０１　７３０２　７３０４　７３０５　７３０６
　７３０７　７３０８　７３０９　７３１０　７３１１　７３１２　８２０１　８２０３
　８２０４　８２０５　８２０６　８２０７　８２０８　８２０９　８２１０　８２１２
　８２１５　８２１６　８２１８　８２１９　８２２０　８２２１　８２２２　

　

　政府調達に関する協定の適用を受ける調達契約に係る一般競争入札の落札者を決定した
ので、特定調達契約に係る福井県財務規則の特例に関する規則（平成７年福井県規則第８
２号。以下「規則」という。）第１３条第１項の規定により、次のとおり公示する。
　　令和８年７月２８日
　　　　　　福井県知事　石田　嵩人
１　落札に係る特定役務の名称および数量
　　福井県統合原子力防災ネットワークシステム機器賃貸借および保守業務　一式

公 告
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　政府調達に関する協定の適用を受ける調達契約に係る一般競争入札を実施するので、特
定調達契約に係る福井県財務規則の特例に関する規則（平成７年福井県規則第８２号）第
４条の規定により、次のとおり公告する。
　　令和８年７月２８日
　　　　　　福井県知事　石田　嵩人
１　一般競争入札に付する事項
　⑴　調達をする物品および役務（以下「調達物品等」という。）の名称および数量
　　　人工心肺装置調達　一式
　⑵　調達物品等の内容
　　　入札説明書および仕様書（以下「入札説明書等」という。）のとおり。
　⑶　納入期限
　　　令和９年３月３１日（水）
　⑷　納入場所
　　　福井県福井市四ツ井２丁目８番１号
　　　福井県立病院　臨床工学技術室
２　入札に参加する者に必要な資格
　 　この入札に参加することができる者は、特定調達契約（政府調達に関する協定の適用
を受ける調達契約をいう。以下同じ。）に係る競争入札参加資格（以下「資格」という
。）について別に知事が行う審査により認定を受けた者（この公告の日から開札の日時
までに資格の認定を受けた者を含む。）で、次に掲げる条件をすべて満たすものとする
。
　⑴ 　地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４に規定する者でない
こと。

　⑵　入札の日において現に福井県の指名停止措置を受けている者でないこと。
　⑶ 　会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立ておよび民
事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てがなされてい
ない者であること。

　⑷　福井県に納付すべき県税（全税目）に滞納がない者であること。
　⑸　次のアからオまでのいずれにも該当しない者であること。
　　ア 　役員等（個人である場合にはその者を、法人である場合にはその役員またはその

支店もしくは常時契約を締結する事務所を代表する者をいう。以下同じ。）が暴力
団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）
第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）である者

　　イ 　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定す
る暴力団をいう。以下同じ。）または暴力団員が経営に実質的に関与している者

　　ウ 　役員等が自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害
を加える目的をもって、暴力団または暴力団員の利用等をしている者

　　エ 　役員等が、暴力団もしくは暴力団員に対して資金等を供給し、または便宜を供与
するなど直接的もしくは積極的に暴力団の維持運営に協力し、または関与している
者

　　オ　役員等が、暴力団または暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者
　⑹ 　医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和３５年
法律第１４５号）第３９条第１項の規定により高度管理医療機器等の販売業の許可を
受けている者であること。

３　電子入札の実施
　 　入札に係る入札参加資格の確認申請および入札書の提出は、契約担当者の使用に係る
電子計算機と入札に参加する者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電
子情報処理組織（以下「電子入札システム」という。）を使用して行う。

　 　なお、やむを得ない事由により、電子入札システムを使用して入札参加資格の確認申
請または入札書の提出を行うことができない者は、入札手続に支障がない場合に限り、
紙入札承認願により契約担当者の承認を得て、紙による入札参加資格確認申請書または
入札書の提出を行うことができる。

４　入札説明書等の交付等に関する事項
　⑴　入札説明書等の交付場所、契約条項を示す場所およびこの入札に関する問合せ先
　　　〒９１０－８５２６
　　　福井県福井市四ツ井２丁目８番１号
　　　福井県立病院経営管理課利用環境サービス室
　　　電話　０７７６－５７－２９４４
　⑵　入札説明書等の交付期間
　　 　令和８年７月２８日（火）から令和８年８月１４日（金）１６時まで（福井県の休
日を定める条例（平成元年福井県条例第２号）第１条に規定する県の休日（以下「休
日 」という。）を除く。）

　⑶ 　入札説明書等の交付は上記の場所で行うほか、福井県物品等入札情報サービスシス
テムで公開する。

５　資格の確認に関する事項
　 　この入札に参加しようとする者は、入札参加資格確認申請書（電子入札システムによ
る様式。なお、契約担当者の承認を得て、紙による申請書または入札書の提出を行う者
（以下「紙入札者」という。）にあっては、入札説明書に定めた様式）を次のとおり提
出し、この入札に関して契約担当者の事前審査を受け、資格の確認を受けなければなら
ない。

　⑴　申請書等の提出期間
　　　令和８年７月２８日（火）から令和８年８月１４日（金）１６時まで
　　（土、日曜日および休日を除く。）
　⑵　申請書等の提出方法
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　　　電子入札システムを使用して送信する。
　　 　なお、資料の提出を有効に行うためには、申請書等の情報が提出期間中に、契約担
当者が本件入札に使用する電子計算機に備え付けられたファイルに記録されなければ
ならない。

　　 　申請書の提出に使用するＩＣカードは、電子署名及び認証業務に関する法律（平成
１２年法律第１０２号）に基づき主務大臣の認定を受けた特定認証業務を行う者が発
行したもので、かつ福井県物品等競争入札参加資格者名簿に登録された代表者の名義
で取得し、そのＩＣカード情報を福井県の電子入札システムに利用者登録したものと
する。

　　 　また、紙入札によりこの入札に参加しようとする者は、提出期間中に持参または郵
送により提出すること。ただし、郵送する場合は、配達記録の残る書留郵便等を利用
すること。

　　　提出先は、４⑴と同様とする。
　⑶　入札参加資格の結果通知
　　 　入札参加資格確認の結果は、入札参加資格確認申請書を提出した者に対し、電子入
札システムを使用して通知する。ただし、紙入札者に対しては、別途書面により通知
する。

６　入札書の提出方法、提出期間および開札日時
　⑴　入札書の提出方法
　　ア　電子入札システムによりこの入札に参加しようとする者
　　　　５⑵と同様とする。
　　イ　紙入札によりこの入札に参加しようとする者
　　　 　下記アからエの要領で作成し、持参または郵送すること（郵送の場合は、簡易書

留郵便その他配達記録が残るものを利用すること。）。
　　　ア　外封筒および内封筒の二重封筒とすること。
　　　イ 　入札書を、当該入札案件の名称、開札日時、入札参加者名、担当者名および連

絡先（電話番号、ファックス番号）を記載し、「入札書（内訳書）在中」と朱書
した内封筒に封入すること。

　　　ウ 　イにより作成した内封筒を、入札書の提出先、当該入札案件名称、開札日時、
入札参加者名、担当者名および連絡先（電話番号、ファックス番号）を記載し「
入札書（内訳書）在中」と朱書した外封筒に封入すること。

　　　エ　提出場所
　　　　　４⑴と同様とする。
　⑵　入札書の提出期間
　　　令和８年９月７日（月）８時３０分から１７時まで
　　　令和８年９月８日（火）８時３０分から１６時まで（必着）
　⑶　開札日時

　　　令和８年９月９日（水）１０時３０分
　⑷　開札場所
　　　福井県立病院　会議室
７　入札書に記載する金額
　 　落札者の決定に当たっては、入札書に記載された金額に、当該金額の１００分の１０
に相当する額を加算した金額（加算後の金額に１円未満の端数金額があるときは、その
端数金額を切り捨てた金額）をもって落札金額とするので、入札参加者は、消費税およ
び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約
希望金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。

　なお、入札金額は、調達物品等に要する一切の諸費用を含むものとする。
８　落札者の決定に関する事項
　 　この入札に係る調達物品等の予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入
札を行った者を落札者とする。

９　契約に関する事務を担当する部局の名称および所在地
　　〒９１０－８５２６
　　福井県福井市四ツ井２丁目８番１号
　　福井県立病院経営管理課利用環境サービス室
　　電話　０７７６－５７－２９４４
１０　その他
　⑴ 　この入札に係る一連の手続および契約に関する手続において使用する言語ならびに
通貨

　　　日本語および日本国通貨とする。
　⑵　入札保証金および契約保証金
　　 　福井県病院事業財務規則（昭和３９年福井県規則第１３号）第７５条において準用
する福井県財務規則（昭和３９年福井県規則第１１号）の規定による。

　⑶　入札の無効
　　 　福井県病院事業財務規則第７５条において準用する福井県財務規則第１５１条の規
定による。

　⑷　契約書作成の要否
　　　要
　⑸　暴力団員等による不当介入を受けた場　合の措置
　　ア 　受注者は、福井県暴力団排除条例（平成２２年福井県条例第３１号）第５条第２

項の規定の趣旨にのっとり、暴力団員または暴力団もしくは暴力団員と密接な関係
を有する者による不当介入を受けたときは、速やかに所轄の警察署に届出を行うと
ともに、捜査上必要な協力を行うこと。

　　イ　アにより警察署に届け出たときは、その旨を速やかに発注者に報告すること。
　　　 　なお、上記アの届出を怠ったときは、物品購入等の契約に係る指名停止措置要領
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の規定に基づき指名停止等の措置を講じることがある。
　⑹　２に記載する「別に知事が行う審査」　を申請する時期と場所
　　ア　申請者の受付時期
　　　 　福井県の休日を定める条例（平成元年福井県条例第２号）第１条第１項各号に掲

げる日を除き、随時申請を受け付ける。
　　イ　申請書の交付場所および提出場所ならびに申請に関する問合せ先
　　　　〒９１０－８５８０
　　　　福井県福井市大手３丁目１７番１号
　　　　福井県会計局会計課
　　　　総務第三グループ
　　　　電話　０７７６－２０－０２５３
　⑺ 　この公告に掲げるもののほか、この入札に関して必要な事項は入札説明書等による
。

　⑻ 　電子契約同意書兼メールアドレス確認書の提出について(福井県が利用する電子契
約サービスによる契約を希望する者に限る。)

　　 　福井県が利用する電子契約サービスによる契約を希望する場合は、落札決定後すみ
やかに（当日中）、「電子契約同意書兼メールアドレス確認書」を以下のメールアド
レスあて提出すること。

　　 　様式　https://www.pref.fukui.lg.jp/doc/dx-suishin/denshikeiyaku_intro_d/
fil/densi-keiyaku-kakuninsyo.docx

　　　提出先（e-mail）　kenbyo@pref.fukui.lg.jp
１１　Summary
　⑴　Nature and quantity of the services to be
　　　Procured
　　　heart-lung machine. (one set)
　⑵　Date,time of bidding
　　　8:30A.M. 7th September 2026 - 4:00P.M. 8thSeptember 2026
　⑶　Date, time of bid opening
　　　10:30 AM 9th September 2026
　⑷　Deadline for delivery
　　　31st March 2027
　⑸　The place for delivery and contact point for the notice
　　　Property management division,Fukui 
　　　Prefectural Hospital,2‒8‒1 Yotsui, 
　　　Fukui City,Fukui Prefecture.
　　　910‒8526 Japan.
　　　TEL 0776‒57‒2944

　
　大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第６条第１項の規定による大規模小
売店舗の変更の届出があったので、同条第３項において準用する同法第５条第３項の規定
により公告する。
　なお、大規模小売店舗を設置する者がその周辺の生活環境の保持のため配慮すべき事項
について意見を有する者は、同法第８条第２項の規定により、この公告の日から４月以内
に、福井県に対し意見書の提出によりこれを述べることができる。
　　令和８年７月２８日
　　　　　　福井県知事　石田　嵩人
１　大規模小売店舗の名称および所在地
　　ハーツたけふ
　　福井県越前市芝原四丁目５８字南柿木町８番１　外１８筆
２　大規模小売店舗を設置する者の名称および住所ならびに法人にあっては代表者の氏名
　①　大和リース株式会社
　　　代表取締役　北　哲弥
　　　大阪府大阪市中央区北浜４丁目１番１号
　②　福井県民生活協同組合　
　　　代表理事　檜原　弘樹
　　　福井市開発５丁目１６０３番地
３　変更した事項
　　大規模小売店舗を設置する者の住所
　　（変更前）
　①　大和リース株式会社
　　　代表取締役　北　哲弥
　　　大阪府大阪市中央区農人橋２丁目１番３６号
　②　福井県民生活協同組合
　　　代表理事　檜原　弘樹
　　　福井市開発５丁目１６０３番地
　　（変更後）
　①　大和リース株式会社
　　　代表取締役　北　哲弥
　　　大阪府大阪市中央区北浜４丁目１番１号
　②　福井県民生活協同組合
　　　代表理事　檜原　弘樹
　　　福井市開発５丁目１６０３番地
４　変更の年月日
　　令和８年５月１１日



令和８年７月28日（火） 福 井 県 報 第 411 号8

５　変更した理由
　　本社の移転
６　届出のあった日
　　令和８年７月８日
７　届出の縦覧場所
　⑴　福井県福井市大手３丁目１７番１号
　　　福井県産業労働部商業・市場開拓課
　⑵　福井県越前市府中１丁目１３番７号
　　　越前市産業観光部産業政策課
８　届出の縦覧期間および縦覧できる時間帯
　⑴　縦覧期間
　　　公告の日から４月間
　⑵　縦覧できる時間帯
　　 　午前８時３０分から午後５時１５分まで（ただし土曜日、日曜日、祝休日、年末、
年始を除く）

９　意見書の提出先
　　福井県福井市大手３丁目１７番１号
　　福井県産業労働部商業・市場開拓課

　
　大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第６条第１項の規定による大規模小
売店舗の変更の届出があったので、同条第３項において準用する同法第５条第３項の規定
により公告する。
　なお、大規模小売店舗を設置する者がその周辺の生活環境の保持のため配慮すべき事項
について意見を有する者は、同法第８条第２項の規定により、この公告の日から４月以内
に、福井県に対し意見書の提出によりこれを述べることができる。
　　令和８年７月２８日
　　　　　　福井県知事　石田　嵩人
１　大規模小売店舗の名称および所在地
　　フレスポ越前　
　　福井県越前市稲寄町２６字作ケ花１番　他３４筆
２　大規模小売店舗を設置する者の名称および住所ならびに法人にあっては代表者の氏名
　　大和リース株式会社
　　代表取締役　北　哲弥
　　大阪府大阪市中央区北浜４丁目１番１号
３　変更した事項
　　大規模小売店舗を設置する者の住所
　　（変更前）

　　　大和リース株式会社 
　　　代表取締役　北　哲弥
　　　大阪府大阪市中央区農人橋２丁目１番３６号
　　（変更後）
　　　大和リース株式会社
　　　代表取締役　北　哲弥
　　　大阪府大阪市中央区北浜４丁目１番１号
４　変更の年月日
　　令和８年５月１１日
５　変更した理由
　　本社の移転
６　届出のあった日
　　令和８年７月８日
７　届出の縦覧場所
　⑴　福井県福井市大手３丁目１７番１号
　　　福井県産業労働部商業・市場開拓課
　⑵　福井県越前市府中１丁目１３番７号
　　　越前市産業観光部産業政策課
８　届出の縦覧期間および縦覧できる時間帯
　⑴　縦覧期間
　　　公告の日から４月間
　⑵　縦覧できる時間帯
　　 　午前８時３０分から午後５時１５分まで（ただし土曜日、日曜日、祝休日、年末、
年始を除く）

９　意見書の提出先
　　福井県福井市大手３丁目１７番１号
　　福井県産業労働部商業・市場開拓課

　
　土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１８項の規定に基づき、真名川土
地改良区連合から役員の退任の届出があったので、同条第１９項の規定により公告する。
　　令和８年７月２８日
　　　　　　福井県知事　石田　嵩人
１　退任（令和8年７月１日）
　役職　　氏　名　　　　　　　　　住　所
　理事　佐々木　善市　　大野市阿難祖地頭方第３４号３番地

　
　土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１８項の規定に基づき、木の本原
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土地改良区から役員の退任の届出があったので、同条第１９項の規定により公告する。
　　令和８年７月２８日
　　　　　福井県知事　石田　嵩人
１　退任（令和8年７月１日）
　役職　　氏　名　　　　　　　　　住　所
　理事　佐々木　善市　　大野市阿難祖地頭方第３４号３番地

　個人情報の保護に関する法律施行細則の一部を改正する規則を公布する。
　　令和８年７月２８日
　　　　　　福井県教育委員会
福井県教育委員会規則第５号
　　　個人情報の保護に関する法律施行細則の一部を改正する規則
　個人情報の保護に関する法律施行細則（令和５年福井県教育委員会規則第４号）の一部
を次のように改正する。
　様式第３号、様式第１５号および様式第２３号中「または住民基本台帳カード（住所記
載のあるもの）」を削る。
　　　附　則
　（施行期日）
１　この規則は、公布の日から施行する。
　（経過措置）
２ 　この規則による改正前の個人情報の保護に関する法律施行細則に定める様式による用
紙は、当分の間、所要の調整をして使用することができる。

　（施行期日）
１　この告示は、令和８年７月２８日から施行する。
　（経過措置）
２ 　この告示による改正前の個人情報の保護に関する法律施行規程に定める様式による用
紙は、当分の間、所要の調整をして使用することができる。

教育委員会規則

福井県選挙管理委員会告示第１２２号
　個人情報の保護に関する法律施行規程の一部を改正する告示を次のように定める。
　　令和８年７月２８日
　　　　　　福井県選挙管理委員会　委員長　吉川　奈奈
　　　個人情報の保護に関する法律施行規程の一部を改正する告示
　個人情報の保護に関する法律施行規程（令和５年福井県選挙管理委員会告示第４５号）
の一部を次のように改正する。
　様式第３号、様式第１５号および様式第２３号中「または住民基本台帳カード（住所記
載のあるもの）」を削る。
　　　附　則

選挙管理委員会告示

　個人情報の保護に関する法律施行細則の一部を改正する規則を公布する。
　　令和８年７月２８日
　　　　　　福井県人事委員会　委員長　和田　晋一
福井県人事委員会規則第１７号
　　　個人情報の保護に関する法律施行細則の一部を改正する規則
　個人情報の保護に関する法律施行細則（令和５年福井県人事委員会規則第１０号）の一
部を次のように改正する。
　様式第３号、様式第１５号および様式第２３号中「または住民基本台帳カード（住所記
載のあるもの）」を削る。
　　　附　則
　（施行期日）
１　この規則は、公布の日から施行する。
　（経過措置）
２ 　この規則による改正前の個人情報の保護に関する法律施行細則に定める様式による用
紙は、当分の間、所要の調整をして使用することができる。

人事委員会規則

福井県監査委員告示第１２号
　個人情報の保護に関する法律施行規程の一部を改正する告示を次のように定める。
　　令和８年７月２８日
　　　　　　福井県監査委員　南川　直人
　　　　　　同　　　　　　　時田　和一良
　　　　　　同　　　　　　　五十嵐　昌子
　　　　　　同　　　　　　　伊藤　和弘
　　　個人情報の保護に関する法律施行規程の一部を改正する告示
　個人情報の保護に関する法律施行規程（令和５年福井県監査委員告示第９号）の一部を
次のように改正する。
　様式第３号、様式第１５号および様式第２３号中「または住民基本台帳カード（住所記

監査委員告示
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載のあるもの）」を削る。
　　　附　則
　（施行期日）
１　この告示は、令和８年７月２８日から施行する。
　（経過措置）
２ 　この告示による改正前の個人情報の保護に関する法律施行規程に定める様式による用
紙は、当分の間、所要の調整をして使用することができる。

　個人情報の保護に関する法律施行細則の一部を改正する規則を公布する。
　　令和８年７月２８日
　　　　　　福井県公安委員会　委員長　春木　麻紀子
福井県公安委員会規則第６号
　　　個人情報の保護に関する法律施行細則の一部を改正する規則
　個人情報の保護に関する法律施行細則（令和５年福井県公安委員会規則第４号）の一部
を次のように改正する。
　様式第３号、様式第１５号および様式第２３号中「または住民基本台帳カード（住所記
載のあるもの）」を削る。
　　　附　則
　（施行期日）
１　この規則は、公布の日から施行する。
　（経過措置）
２ 　この規則による改正前の個人情報の保護に関する法律施行細則に定める様式による用
紙は、当分の間、所要の調整をして使用することができる。

公安委員会規則

　個人情報の保護に関する法律施行細則の一部を改正する規則を公布する。
　　令和８年７月２８日
　　　　　　福井県労働委員会　会長　井上　毅
福井県労働委員会規則第２号
　　　個人情報の保護に関する法律施行細則の一部を改正する規則
　個人情報の保護に関する法律施行細則（令和５年福井県労働委員会規則第２号）の一部
を次のように改正する。
　様式第３号、様式第１５号および様式第２３号中「または住民基本台帳カード（住所記
載のあるもの）」を削る。

労働委員会規則

　　　附　則
　（施行期日）
１　この規則は、公布の日から施行する。
　（経過措置）
２ 　この規則による改正前の個人情報の保護に関する法律施行細則に定める様式による用
紙は、当分の間、所要の調整をして使用することができる。

福井海区漁業調整委員会告示第２号
　個人情報の保護に関する法律施行規程の一部を改正する告示を次のように定める。
　　令和８年７月２８日
　　　　　　福井海区漁業調整委員会　会長　小林　利幸
　　　個人情報の保護に関する法律施行規程の一部を改正する告示
　個人情報の保護に関する法律施行規程（令和５年福井海区漁業調整委員会告示第２号）
の一部を次のように改正する。
　様式第３号、様式第１５号および様式第２３号中「または住民基本台帳カード（住所記
載のあるもの）」を削る。
　　　附　則
　（施行期日）
１　この告示は、令和８年７月２８日から施行する。
　（経過措置）
２ 　この告示による改正前の個人情報の保護に関する法律施行規程に定める様式による用
紙は、当分の間、所要の調整をして使用することができる。

海区漁業調整委員会告示

福井県内水面漁場管理委員会告示第２号
　個人情報の保護に関する法律施行規程の一部を改正する告示を次のように定める。
　　令和８年７月２８日
　　　　　　福井県内水面漁場管理委員会　会長　此下　美千雄
　　　個人情報の保護に関する法律施行規程の一部を改正する告示
　個人情報の保護に関する法律施行規程（令和５年福井県内水面漁場管理委員会告示第３
号）の一部を次のように改正する。
　様式第３号、様式第１５号および様式第２３号中「または住民基本台帳カード（住所記
載のあるもの）」を削る。
　　　附　則

内水面漁場管理委員会告示
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　（施行期日）
１　この告示は、令和８年７月２８日から施行する。
　（経過措置）
２ 　この告示による改正前の個人情報の保護に関する法律施行規程に定める様式による用
紙は、当分の間、所要の調整をして使用することができる。

福井県企業管理規程第４号
　個人情報の保護に関する法律施行規程の一部を改正する規程を次のように定める。
　　令和８年７月２８日
　　　　　　福井県知事　石田　嵩人
　　　個人情報の保護に関する法律施行規程の一部を改正する規程
　個人情報の保護に関する法律施行規程（令和５年福井県企業管理規程第４号）の一部を
次のように改正する。
　様式第３号、様式第１５号および様式第２３号中「または住民基本台帳カード（住所記
載のあるもの）」を削る。
　　　附　則
　（施行期日）
１　この規程は、令和８年７月２８日から施行する。
　（経過措置）
２ 　この規程による改正前の個人情報の保護に関する法律施行規程に定める様式による用
紙は、当分の間、所要の調整をして使用することができる。

企業管理規程
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